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第 1 1 期 貸 借 対 照 表 
 

 （平成１９年３月３１日現在） （単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（負債の部） 
流 動 負 債 
未 払 費 用 
未払法人税等 
未払消費税等 
前 受 金 
預 り 金 

 
固 定 負 債 
預り保 証金 

 

 
５，８３２ 
１，６３８ 
２，５１８ 

５７０ 
８６４ 
２４０ 

 
１，６４１ 
１，６４１ 

 

負 債 合 計 ７，４７３ 

（純資産の部） 
株主資本 
資  本  金 
利益剰 余金 
繰越利益剰余金 

 
 
１，５６８，０００ 
△ １１２，０５８ 
△ １１２，０５８ 

（資産の部） 
流 動 資 産 
現 金 預 金 
未 収 入 金 
前 払 費 用 
未 収 収 益 
立  替  金 

 
固 定 資 産 
有形固定資産 
建 物 
構 築 物 
備 品 

無形固定資産 
電話加 入権 
水道施設利用権 

投資その他の資産 
投資有価証券 
長期前払費用 
差入保 証金 

 

 
１３５，０１２ 
１３０，１４３ 

３，２７７ 
５４１ 

１，０２６ 
２２ 

 
１，３２８，４０３ 

５３８，７４２ 
４９３，６５９ 
３９，９９０ 
５，０９２ 

９２５ 
１４５ 
７７９ 

７８８，７３６ 
７８８，０１７ 

６６９ 
５０ 

純 資 産 合 計 １，４５５，９４１ 

資 産 合 計 １，４６３，４１５ 負債及び純資産合計 １，４６３，４１５ 

 
（注）１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

２．有形固定資産の減価償却累計額は、１１４，６１６千円です。 
３．１株当り純資産額は、４６，４２６円７２銭です。 
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第 1 １ 期 損 益 計 算 書 
 

（平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで）    （単位：千円） 

科 目 金 額 

営 業 収 益   

賃 貸 料 収 入 ４２，７４２  
受 入 手 数 料 ２，４００ ４５，１４２ 

営 業 費 用   
販売費及び一般管理費  ５８，００８ 

営 業 損 失  １２，８６５ 

   

営 業 外 収 益   
受 取 利 息 ４，０８１  
雑 収 入 ５４８ ４，６３０ 

   
   

経 常 損 失  ８，２３５ 

法人税、住民税 
及 び 事 業 税 

  
９５０ 

当 期 純 損 失  ９，１８５ 
   

 
（注）１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

２．1 株当りの当期純損失は、２９２円９０銭です。 
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第１１期株主資本等変動計算書 
 

（平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで）     （単位：千円） 
株 主 資 本 

利益剰余金 
その他利益剰余金 

 
  
 
 

資 
本 
金 

繰       

越 
利 
益 
剰 
余 
金 

 
利 
益 
剰 
余 
金 
合 
計 

 
 
 

純 
資 
産 
合 
計 

 
 

前期末残高 1,568,000 △102,872 △102,872 1,465,127 
当期純利益 
（△；当期純損失） 

 
 

 
△9,185 

 
△9,185 

 
△9,185 

新株の発行   0 0 
自己株式の取得消却処分   0 0 
資本金から準備金への振替   0 0 

 
株

主

資

本 
剰余金の各項目の振替   0 0 

 
当

期

変

動

額 
株主資本以外の項目   0 0 

計 0 △9,185 △9,185 △9,185 
当期末残高 1,568,000 △112,058 △112,058 1,455,941 

(注)  当事業年度末における発行済株式数は３１，３６０株です。 
   記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 
重要な会計方針に係る事項 
 
（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）によっております。 
 

（２）固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産・・・定額法によっております。 
         主な耐用年数 建物   １５～５０年 
                構築物  １０～２０年 
                器具・備品 ５～１０年 
無形固定資産・・・定額法によっております。 

 
（３）消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は税抜方式により行っております。 
 
 （４）当期より、会社計算規則（平成１８年２月７日法務省令第１３号）に基づい

て、計算書類を作成しています 
 
 （５）会計方針の変更 
   （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
    当期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（平成１７年

１２月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（平成１７年１２月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しています。 
    この変更により、貸借対照表における表示区分が見直され、従来の「資本の

部」に相当する区分は「純資産の部」として表示されています。なお、当期末

における従来の「資本の部」の合計に相当する金額と異同はありません。 
 
 
 
 
 
 


